
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

(注) １ 人件費には、使用者が負担する共済費のほか、特別職の給料及び市議会議員や各種委員の報酬等が含まれています。

     ２ 記載の数値は「地方財政状況調査」の普通会計決算によるものです。

     ３ 歳出額欄（  ）内の数値は、歳出総額から前年度繰上充用金（本年度は０円）を除いた実質的な25年度の歳出額です。また、

      人件費比率欄（  ）内の数値は、実質的な歳出額に占める人件費の割合です。

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

人

（注）１　職員手当には退職手当を含んでいません。

      ２　職員数は平成２５年４月１日現在の人数です。

(3) 特記事項
（給与減額の状況）

抑制済又は減額措置の内容

H25.4.1ラスパイレス指数については下記に記載しています。

（その他）
財政再生計画により上記のとおり給与を削減しています。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

      ２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

※ 　26年4月1日のラスパイレス指数が、①３年前に比べて1ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している場合、
③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

財政再生計画に基づ
き抑制済み

国の要請等を踏まえ
た減額措置の取組

本市該当なし

123

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を

      ３　参考値は国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時的特例法による給与減額措置が無いとした場合の値である。

Ｈ26.4.1から当分の間

期末・勤勉手当

千円 千円 千円

計  Ｂ

89,225372,899 4,623

Ｈ19.4.1から当分の間

千円

5,607

千円 千円

期末勤勉手当役職加算を凍結

一般職職員の給料月額の平均２０％削減 Ｈ22.4.1から当分の間

２５年度

（給料）

（手当）

財政再生計画に基づき、独自削減をしており、ラスパイレス指数も100を下回っているため。

人件費

9,765
7.8

841,813
( 10,846,594 ) 

568,581

653,668

職員手当

減額実施期間及び減額を実施していない場合はその理由

一人当たり給与費

10,846,594

給　 料

人件費率 （参考）

( 8.1 ) 

106,457

期末手当の支給月数０．８ヶ月削減（年間支給月数 ３．３月）

8.1

　　　　　　％人　 　　　　　千円

実質収支歳出額　

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（２5年度末）

平成26年度　夕張市の給与・定員管理等について

　　　　　Ｂ／Ａ　　　　　　　　　Ｂ
区　分

２４年度の人件費率

給 与 費 一人 当たり
給与費　B/A

　　　　　　　千円

( 7.8 ) 

　　　　　千円

（参考）類似団体平均

２5年度

　　　　　　Ａ

職員数

　　　　　　　　　　　％

区　分

(H23.4.1)

75.9 

(H23.4.1)

96.7 (H23.4.1)

95.3

(H24.4.1)

76.1

(H24.4.1)

96.8
(H24.4.1)

95.5

（H25.4.1）

76.1

（H25.4.1）

96.6
（H25.4.1）

95.4

（H26.4.1）

76.6

（H26.4.1）

96.7

（H26.4.1）

95.6

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

105.0

夕張市 類似団体平均 全国市平均
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２６年４月１日現在）

　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　②技能労務職

  平成２２年４月から本市には技能労務職に該当する職員はいません。

(注) １   「平均給料月額」とは、２６年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

２

(2) 職員の初任給の状況（２６年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２６年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（２６年４月１日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

（注）１　上の表は夕張市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

305,100

140,100

172,200

33.7

315,400

258,700 329,200

188,200

経験年数30年

314,767

209,200

162,400 260,800

284,800

335,000

333,403

256,600

平均給料月額
平均給与月額

（国平均ベース）

206,300

-

経験年数10年

268,650 298,700

256,800 - 300,950

284,864

408,472

377,386

区　　　         分

１号級の給料月額

４　　級

　　　　　　　　人

高　校　卒

高度な知識又は経験を必要とする業務
を行う職務

　　　　　　　　人

121,200

経験年数20年

一般行政職

229,000

208,900

-

11

構成比

10

　　　　　　　　人

類似

最高号給の給料月額

国

平均年齢

夕張市

北海道

43.5

45.4

団体

高　校　卒

定型的な業務を行う職務１　　級

区　　　分

　　　　　　　　人

29

標準的な職務内容

20
主任の職務

大　学　卒

経験年数25年

23.3

　　　　　　　　％

5

区　　分

２　　級
5.8

３　　級

６　　級

11 12.8

係長及び主査の職務
　　　　　　　　％

一般行政職 大　学　卒

北海道

11.6

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

課長の職務

職員数

400,662

平均給与月額

12.8

主幹の職務５　　級

151,400 170,716

夕張市

  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したも
のであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

314,45143.5

　　　　　　　　％　　　　　　　　人

　　　　　　　　％

区 分

国

139,258124,900
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（注）１  １９年４月１日に９級制から６級制に給料表を改正しています。旧１・２級は１級に統合、旧４・５級は３級に統

        合し、旧９級（部長級）は廃止としました。

(2) 昇給への勤務成績の反映状況
　

４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（25年度） １人当たり平均支給額（25年度）

千円 千円
（25年度支給割合） （25年度支給割合） （25年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　　 ５～１５％ ・役職加算　　   ５～２０％ ・役職加算　     ５～２０％

※19.4.1から当分の間凍結 ・管理職加算　１０～２５％ ・管理職加算　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員の支給割合です。

(2) 退職手当（２６年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置なし その他の加算措置

自己都合 千円 ・定年前早期退職特例措置　（２％～２０％加算）

勧奨・定年 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２５年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当（２６年４月１日現在）

制度はありません。

1,521

(0.65)

夕張市 国

-

1.35

43.70

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

２．６０

27.0250

１．３５

（0.65）

36.570

（1.45）

45.00

2.6

45.00

北海道

懲戒処分や勤務日数の条件に該当しないものを良好（標準）とし、懲戒処分を受けた場合や勤務日数の要件を満たさない場
合は良好でないものの該当区分により、昇給区分の決定を行っている。

52.44

１．４

（0.7）

40.50

26.25

夕張市

(1.45)

21.62

国

33.75

（1.5）

30.82

52.44

21.00

827

37.00

37.00 52.44

１．７５

（支給率）　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

16,213

1,943

１級 11.6% １級 9.8%

１級 0.0%

２級 5.8%
２級 2.4%

２級 9.3%

３級 23.3%
３級 26.8%

３級 41.9%

４級 33.7%
４級 33.0%

４級 24.4%

５級 12.8% ５級 14.6% ５級 9.3%

６級 12.8% ６級 13.4% ６級 15.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２６年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

級別職員数の推移
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 (4) 特殊勤務手当（２６年４月１日現在）

※平成19年4月1日廃止

 (5) 時間外勤務手当

千円

円

千円

円

(6) その他の手当（２６年４月１日現在）

・配偶者 円 円

・扶養親族（配偶者を除く）

円

円

・交通機関利用者 ・機関（国） 円

　定期乗車券の額

・交通用具利用者 ・用具（国）

・管理職の職員 円

    給料月額に職に応じて

  次の率を乗じて得た額

  ・課長10％

  ・総括主幹8％

  ・主幹5％

  ・消防長12％

  ・消防署長11％

・世帯主で扶養親族有 円

月額 円

・その他の世帯主

月額 円

・その他の職員

月額 円10,340

26,380

14,580

13,805

運賃相当額
（限度５５，００
０円）

使用距離に応
じ２，２００円～
２４，５００円

支給職員１人当たり

平均支給年額

16,501

（２５年度決算）

229,177

千円

（２５年度決算）

41,919

99,314

支給実績（２４年度決算）

国の制度

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算）

との異同

支給職員１人当たり平均支給年額（２５年度決算）

176,779

千円

358,282

42,184

427,816

支給実績国の制度と

異なる内容

363,968

千円

異

寒 冷 地 手 当
同

管 理 職 手 当

管理監督の地
位にある職員
のうち、規則で
指定する職員
に月額46,300
円～139,300
円を定額支給

異

通 勤 手 当

56,161

同

千円

6,009

異

　自動車等の使用距離に応じ
２，０００円～１３，７００円の範
囲で支給

扶 養 手 当

　家賃の額に応じて１７，０００
円を限度に支給（家賃月額
７，０００円を超える者に限る）

（１６歳から２２歳までの子は１
人に付き５，０００円加算）

住 居 手 当

13,000

6,500

・借家等の場合

手　当　名

千円

限度２７，０００
円（月額１２，０
００円以上）

支給実績（２５年度決算）

4,950

内容及び支給単価

13,103
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５　特別職の報酬等の状況（２６年４月１日現在）

円 円    ／ 円

（ 円）

円 円    ／ 円

（ 円）

円 円    ／ 円

（ 円）

円 円    ／ 円

（ 円）

円 円    ／ 円

（ 円）

月分

月分

(1期の手当額） 　（支給時期）

（給料月額）×（１００分の５３１．３）×（在職年数） 円 任期満了毎

（給料月額）×（１００分の３３５．５）×（在職年数） 円 　　　〃

 特別職の退職手当については、当分の間支給しません。

（注）１　給料及び報酬の（      ）内は、減額措置を行う前の金額です。

６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

事務見直しによる

業務内容の充実

業務内容の充実

＜参 考＞

  人口１万人当たりの職員数 人

 （類似団体の人口１万人当たりの職員数 人）

退職者の欠員不補充

＜参 考＞

  人口１万人当たりの職員数 人

 （類似団体の人口１万人当たりの職員数 人）

  

＜参 考＞

  人口１万人当たりの職員数 人

＜参 考＞

  人口１万人当たりの職員数 人
（注）１　職員数は定員管理調査の部門別職員数（教育長を含む）に計上された人数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

989,000

3

7

332,000

5 1

平成２５年

311,000

9,380,580

31

180,000

2 2

対前年
増減数

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

議 員

副 市 長

主な増減理由

　　　３ 副市長は平成23年７月１日より置いていません。

平成２６年

2.45

（ 算 定 方 式 ）
退
職
手
当

市 長

報
酬

議 長

200,000

副 市 長

230,000

382,000

議 員

市 長

期
末
手
当

230,000

474,000

442,000

545,000

483,000

（参考）類似団体における最高／最低額

259,000

862,000

区 分 給 料 月 額 等

副 市 長

10

副 議 長

普
通
会
計
部
門

給
料

259,000

 　　 ２  退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年）勤めた場合における退職手
       当の見込額です。

816,000

13

4

一
般
行
政
部
門

76

31

職 員 数

議 会

6

教 育 部 門

0

合　　計
[ 171 ］

4

20

1

2 0

14

△ 1

2

小　計

国保・介護・老保

労 働

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　　 門

下 水 道

水 道

土 木

計

1

△ 1

△ 1

2

144

14

[ 0 ］

総 務 企 画

税 務

126

7民 生

商 工

消 防 部 門

4

農 林 水 産

40

11

12

小　計

0

△ 1

衛 生

0

0

9

議 長

0

0

市 長

備           考

180,000

200,000

　　（２４年度支給割合）

18,319,224

2.45

定年退職者の業務引継による

10

副 議 長

04

業務内容の充実

39

74

124

19

3

145

　　（２４年度支給割合）

1

2

77.83

1

129.03

退職者の欠員不補充

[ 171 ］ 148.49

0

19.46
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(2) 年齢別職員構成の状況（２６年４月１日現在）

　

(3) 職員数の推移

（単 位 ： 人 ・ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

△ 2.0

0

△ 2

△ 1

△ 3

0

△ 2.5

△ 2.3

0.0

147 144 145 △ 3総合計 148 143 148

公営企業等会計計 19 19 20 20

128 127普通会計計 129 124

20 19

過去５年間

の増減数（率）

0.0

△ 15.4

124

76

39

126

一般行政

教       育 13 11 10

40 40 40消       防 40

76 73 75 77

２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年

40

10 1113

74

1419

                   年   度

 部門別

77

～

区　分

～
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７　公営企業職員の状況

　(1)　水道事業

  　① 職員給与費の状況

    ア　決算

人 千円

（注）１　職員手当には退職給預金を含まない。

      ２　職員数は、２６年３月３１日現在の人数です。

      ３　資本勘定支弁職員に係る職員給与費はありません。

イ　特記事項

（給与減額の状況）

抑制済又は減額措置の内容

H25.4.1ラスパイレス指数については一般行政職を参照してください。

（その他）

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２６年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

 ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２5年度支給割合） （２５年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　　　 ５～１５％ ・役職加算　　　　 ５～１５％

※19.4.1から当分の間凍結 ※19.4.1から当分の間凍結

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

5,014

　　　　　　Ａ

4

329,828
２５年度

区分 職員数

　　　　千円 千円　

2,599

千円 千円

団 体 平 均 45.0

１人当たり平均支給額（２５年度）

夕張市 夕張市行政職

純損益又は実質
収支区分

Ａ  

509,358

一人当たり給与費

6,123

　　　　　　Ｂ／Ａ

期末・勤勉手当

6.6

一人当たり
給与費　B/A

（参考）類似団体平均

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

千円

給 与 費

16,496
２５年度

（給料） 一般職職員の給料月額の平均２０％削減

千円千円

10,985

総費用

22,294 6.8

給　 料

％　　　　

計  Ｂ

2,912

職員手当

％　

（参考）総費用に占める職員
給与費の比率

千円　

Ｂ　

基本給 平均月収額

１人当たり平均支給額（２５年度）

4,124

夕 張 市

1.75

（1.5）

1.40

（1.5）

228,856

1.40

728

（0.7）

827

1.75

342,822

38.7

（0.7）

職員給与費

２４年度の総費用に占める
職員給与費の比率

342,345

（手当） 期末手当の支給月数０．８ヶ月削減（年間支給月数 ３．３月） Ｈ26.4.1から当分の間

期末勤勉手当役職加算を凍結 Ｈ19.4.1から当分の間

Ｈ22.4.1から当分の間

国の要請等を踏まえ
た減額措置の取組

減額実施期間及び減額を実施していない場合はその理由

財政再生計画に基づ
き抑制済み

財政再生計画により下記のとおり給与を削減しています。
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イ　退職手当（２６年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

 加算措置無し  加算措置無し

１人当たり平均支給額　　　記載対象なし １人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２５年度に退職した職員に支給された平均額です。

オ　時間外勤務手当

千円

円

千円

円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（２６年４月１日現在）

円

円

円

円

円

1,056

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給実績

7,295

352,096

45.00

1,132

支給職員１人当たり

平均支給年額

58,356

支給実績（２5年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２5年度決算）

支給実績（２４年度決算）

一般行政職
の制度との
異同

45.0037.00

手　当　名 内容及び支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（２４年度決算） 377,333

千円

（２５年度決算）

176 千円

346

37.00

40.50

26.25

45.00

夕張市行政職

37.00 45.00 37.00

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

千円495

通勤手当 126 千円　５頁（６）　「その他の手当」と同じ」

386 千円

管理職手当

寒冷地手当

扶養手当

住居手当

33.75

21.00

33.75 40.50

26.25 21.00

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

夕張市

494,940

96,500

（２５年度決算）

17,550

172,800

42,000
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